
  
  
母母子子父父子子寡寡婦婦福福祉祉資資金金貸貸付付特特別別会会計計財財務務諸諸表表のの分分析析はは、、445588ペペーージジのの母母子子父父子子

寡寡婦婦福福祉祉資資金金貸貸付付事事業業のの事事業業別別財財務務諸諸表表（（活活用用表表））ををごご覧覧くくだだささいい。。  

  

 

事事業業別別財財務務諸諸表表のの概概要要  

１１．．  作作成成対対象象  

事業の財務マネジメントの実践に役立てることに主眼を置いた、行政目的と組織の権限・責任に対

応した「管理事業」という財務諸表作成単位を設定しています。 

令和元年度から第４次総合計画の体系に沿って事業単位を再編成しました。 

令和４年度は 149の管理事業について、事業別財務諸表を作成しています。 

２２．．  作作成成目目的的  

事業別で作成した貸借対照表、行政コスト計算書、キャッシュ・フロー計算書から得られる財務情

報と事業の成果（実績）を合わせて明らかにし、フルコストによる費用対効果の把握や資産情報など

を分析することで、事業の課題などについて市民にわかりやすく説明するとともに、的確な事業マネ

ジメントに役立てるものです。 

３３．．  作作成成内内容容  

財務会計システムで作成した事業別財務諸表に、事業の目的と概要、事業の成果（実績）等の情報

を加え、事業の成果（実績）と関連づけた行政コストや比較分析のための単位当たりの行政コスト、

事業のストック情報、財務分析で明らかになった課題などを明記しています。 

 

過過去去のの誤誤謬謬のの修修正正再再表表示示  

前年度以前に開示した事業別財務諸表に誤りがありました。前年度以前の事業別財務諸表の数値は、こ

の誤謬を修正するために修正再表示しています。修正再表示を行った事業の主な影響額は以下のとおりで

す。 

１ 国庫支出金の計上事業に誤りがありました。 

 建築指導事業 

  行政コスト計算書＿国庫支出金（経常費用充当）          2,915千円（令和３年度） 

 開発指導事業 

  行政コスト計算書＿国庫支出金（経常費用充当）        △ 2,915千円（令和３年度） 

 小学校管理事業 

  行政コスト計算書＿国庫支出金（経常費用充当）         17,143千円（令和３年度） 

 中学校管理事業 

  行政コスト計算書＿国庫支出金（経常費用充当）          9,160千円（令和３年度） 

 学校教育支援事業 

  行政コスト計算書＿国庫支出金（経常費用充当）         10,075千円（令和３年度） 

 教育総務事業 

  行政コスト計算書＿国庫支出金（経常費用充当）       △ 36,378千円（令和３年度） 

 

２ 府支出金の計上事業に誤りがありました。 

 子どもプラザ事業 

  行政コスト計算書＿府支出金（経常費用充当）             469千円（令和３年度） 

 地域・青少年教育事業 

  行政コスト計算書＿府支出金（経常費用充当）           △ 469千円（令和３年度） 

 

３ 物件費の計上事業に誤りがありました。 

 防災対策事業 

  行政コスト計算書＿物件費                   386千円（令和２・３年度） 

 消防活動事業 

  行政コスト計算書＿物件費                 △ 386千円（令和２・３年度） 

－ 143 －



 

公園緑地事業 

行政コスト計算書＿物件費                     101千円（令和３年度） 

 道路事業 

  行政コスト計算書＿物件費                     △ 101千円（令和３年度） 

 

４ 地方債（固定負債）の計上額が過少となっていました。 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 

貸借対照表＿地方債                       341,008千円（令和３年度） 
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公園緑地事業 

行政コスト計算書＿物件費                     101千円（令和３年度） 

 道路事業 

  行政コスト計算書＿物件費                     △ 101千円（令和３年度） 

 

４ 地方債（固定負債）の計上額が過少となっていました。 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 

貸借対照表＿地方債                       341,008千円（令和３年度） 

  

 

 

 

 

 

 



令令和和４４年年度度事事業業別別財財務務諸諸表表一一覧覧表表  

この一覧表は、部局が所管する管理事業を一覧にしたものですが、複数の部局が所管する管

理事業については、重複して表示しています。管理事業名の前に付記している番号は、すべての

管理事業（149事業）の通し番号です。この番号順で掲載しています。 

 

部部局局名名  事事業業数数  管管理理事事業業名名  

総 務 部 14 

2.特別職秘書事業、3.市庁舎管理事業、4.法務管理事業、5.人事

管理事業、6.契約事業、13.文書管理事業、14.広報事業、19.車両

管理事業、31.安心安全事業、44.統計調査事業、86.新型感染症

対策事業、119.防災対策事業、120.自主防災推進事業、142.部

落有財産管理事業 

行 政 経 営 部 4 
7.行財政改革推進事業、8.財政事務事業、10.情報システム運用

事業、16.企画政策事業 

税 務 部 2 7.行財政改革推進事業、40.市税等賦課徴収事業 

市 民 部 14 

11.情報公開事業、17.消費生活事業、20.出張所事業、21.コミュニ

ティ施設事業、22.広聴事業、23.住居表示整備事業、24.人権事

業、25.非核平和都市宣言事業、26.コミュニティ活動支援事業、

27.地域自治推進事業、29.男女共同参画事業、42.戸籍住民登録

事業、53.交流活動館事業、71.国民年金事業 

都 市 魅 力 部 14 

28.文化振興事業、30.歴史文化まちづくりセンター事業、32.都市

交流事業、34.文化会館事業、35.スポーツ推進事業、36.ホームタ

ウン関連事業、37.スポーツ施設事業、38.サッカースタジアム事

業、39.シティプロモーション事業、95.労働事業、96.勤労者会館

事業、98.農業振興事業、100.商工振興事業、143.勤労者福祉共

済事業 

児 童 部 13 

48.子供の生活支援事業、59.子育て支援事業、60.家庭児童相談

事業、61.保育幼稚園管理事業、62.ひとり親家庭等支援事業、

63.子育て支援給付事業、64.公立保育所等事業、66.児童会館事

業、67.こども発達支援センター事業、68.私立保育所等事業、69.

児童福祉サービス給付事業、127.公立幼稚園等事業、149.母子

父子寡婦福祉資金貸付事業 

福 祉 部 15 

46.社会福祉事業、47.生活援護事業、48.子供の生活支援事業、

49.社会福祉法人等認可・指導監査事業、50.高齢者支援事業、

51.介護保険サービス整備等事業、52.高齢者生きがい事業、54.

総合福祉会館事業、55.障害者支援交流センター事業、56.障害

者福祉事業、57.障害者社会参加促進事業、70.生活保護事業、

72.保健推進事業、144.介護保険運営事業、145.介護保険（地域

支援）事業 
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令令和和４４年年度度事事業業別別財財務務諸諸表表一一覧覧表表  

この一覧表は、部局が所管する管理事業を一覧にしたものですが、複数の部局が所管する管

理事業については、重複して表示しています。管理事業名の前に付記している番号は、すべての

管理事業（149事業）の通し番号です。この番号順で掲載しています。 

 

部部局局名名  事事業業数数  管管理理事事業業名名  

総 務 部 14 

2.特別職秘書事業、3.市庁舎管理事業、4.法務管理事業、5.人事

管理事業、6.契約事業、13.文書管理事業、14.広報事業、19.車両

管理事業、31.安心安全事業、44.統計調査事業、86.新型感染症

対策事業、119.防災対策事業、120.自主防災推進事業、142.部

落有財産管理事業 

行 政 経 営 部 4 
7.行財政改革推進事業、8.財政事務事業、10.情報システム運用

事業、16.企画政策事業 

税 務 部 2 7.行財政改革推進事業、40.市税等賦課徴収事業 

市 民 部 14 

11.情報公開事業、17.消費生活事業、20.出張所事業、21.コミュニ

ティ施設事業、22.広聴事業、23.住居表示整備事業、24.人権事

業、25.非核平和都市宣言事業、26.コミュニティ活動支援事業、

27.地域自治推進事業、29.男女共同参画事業、42.戸籍住民登録

事業、53.交流活動館事業、71.国民年金事業 

都 市 魅 力 部 14 

28.文化振興事業、30.歴史文化まちづくりセンター事業、32.都市

交流事業、34.文化会館事業、35.スポーツ推進事業、36.ホームタ

ウン関連事業、37.スポーツ施設事業、38.サッカースタジアム事

業、39.シティプロモーション事業、95.労働事業、96.勤労者会館

事業、98.農業振興事業、100.商工振興事業、143.勤労者福祉共

済事業 

児 童 部 13 

48.子供の生活支援事業、59.子育て支援事業、60.家庭児童相談

事業、61.保育幼稚園管理事業、62.ひとり親家庭等支援事業、

63.子育て支援給付事業、64.公立保育所等事業、66.児童会館事

業、67.こども発達支援センター事業、68.私立保育所等事業、69.

児童福祉サービス給付事業、127.公立幼稚園等事業、149.母子

父子寡婦福祉資金貸付事業 

福 祉 部 15 

46.社会福祉事業、47.生活援護事業、48.子供の生活支援事業、

49.社会福祉法人等認可・指導監査事業、50.高齢者支援事業、

51.介護保険サービス整備等事業、52.高齢者生きがい事業、54.

総合福祉会館事業、55.障害者支援交流センター事業、56.障害

者福祉事業、57.障害者社会参加促進事業、70.生活保護事業、

72.保健推進事業、144.介護保険運営事業、145.介護保険（地域

支援）事業 

  
  

  

健 康 医 療 部 20 

58.後期高齢者医療事業（一般会計）、72.保健推進事業、73.北大

阪健康医療都市推進事業、74.医療・薬事事業、75.医療政策事

業、77.公害・原爆関連事業、80.休日急病診療所事業、81.成人

保健事業、82.難病支援事業、83.精神保健事業、85.母子保健事

業、86.新型感染症対策事業、87.予防接種事業、88.感染症対策

事業、89.狂犬病予防・動物愛護事業、91.生活衛生事業、140.国

民健康保険事業、141.保健事業（国民健康保険）、146.後期高齢

者医療事業、148.病院公債管理事業 

環 境 部 9 

76.地域環境衛生事業、78.環境政策事業、79.地域環境保全事

業、84.環境汚染対策事業、86.新型感染症対策事業、90.産業廃

棄物対策事業、92.資源リサイクル事業、93.ごみ処理事業、94.し

尿処理事業 

都 市 計 画 部 9 

8.財政事務事業、9.資産経営事業、15.財産管理事業、33.千里ニ

ュータウン情報館事業、102.建築指導事業、103.開発指導事業、

108.まちづくり計画事業、116.市営住宅事業、117.住宅政策事業 

土 木 部 13 

101.南千里庁舎管理事業、104.自動車駐車場事業、105.道路事

業、106.交通対策事業、109.公園緑地事業、110.総合的自転車

対策事業、111.緑化推進事業、112.花とみどりの情報センター事

業、113.千里山駅周辺整備事業、114.佐井寺西土地区画整理事

業、115.上の川周辺整備事業、119.防災対策事業、147.公共用

地先行取得事業 
下 水 道 部 3 79.地域環境保全事業、99.農地事業、107.水路事業 

会 計 室 1 12.会計事務事業 

消 防 本 部 2 118.消防事業、119.防災対策事業 

議 会 事 務 局 1 1.議会事業 

教 育 委 員 会 

学 校 教 育 部 
9 

24.人権事業、121.教育総務事業、122.学校教育推進事業、123.

学校教育支援事業、124.特別支援教育事業、125.小学校管理事

業、126.中学校管理事業、127.公立幼稚園等事業、139.学校保

健体育事業 

教 育 委 員 会 

地 域 教 育 部 
12 

65.留守家庭児童育成事業、128.地域・青少年教育事業、129.こ

どもプラザ事業、130.公民館事業、131.図書館事業、132.自然体

験交流センター事業、133.青少年クリエイティブセンター事業、

134.文化財保護事業、135.博物館事業、136.生涯学習事業、137.

青少年活動サポートプラザ事業、138.自然の家事業 

選挙管理委員会事務局 1 43.選挙管理委員会事業 

公平委員会 事務局 1 18.公平委員会事業 

監 査 委 員 事 務 局 2 4.法務管理事業、45.監査事業 

農業委員会 事務局 1 97.農業委員会事業 

固 定 資 産 評 価 

審査委員会 事務局 
1 41.固定資産評価審査委員会事業 
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事事業業別別財財務務諸諸表表のの記記載載内内容容
令和4年度（2022年度）

1

2

1

事業の目的と概要

Ⅰ　成果指標（活動指標）

Ⅱ　活動実績・成果

Ⅲ　課題と今後の取組

【成果指標１】議会だより発行部数についての評価
・配付部数　1,134,700部（前年度比：17,550部の増）
・配付部数の増は、市の人口増によるもの。

【成果指標２】インターネット放映アクセス件数
・アクセス件数　9,646件（前年度比：551件の増）
・アクセス件数の増は、インターネット放映の生中継におい
て、音声認識エンジンを既存システムに導入し、リアルタイム
で映像に字幕を表示できるようにすることで、聴覚等に障がい
のある方への合理的配慮を行い、サービスの向上を図ったこと
等によるもの。

・両成果指標ともに議会だより、本会議放映等の多様な媒体を
活用し、より広く市民に議会の情報を提供することで、市民の
市政への参画意識の向上につなげている。

【財務情報に基づいた評価】
　総事業費のうち、約９割を給与関係費が占めており、次に、
負担金・補助金・交付金等、物件費の順になっている。
　また、物件費のうち、約４割を占めるのは、議会だよりの発
行及び本会議のインターネット中継に係る費用となっている。

　市議会議員が市民意見を的確に把握し市政に反映するために
は、議員活動を充実させる必要があり、そのためには給与関係
費である議員報酬及び補助金である政務活動費について、一定
の水準を維持する必要がある。
　また、吹田市議会として北摂、大阪府、近畿、中核市及び全
国の市議会議長会等に加入し、多くの市議会の動向を的確に把
握するとともに、議長会の構成団体が団結することで、国等へ
の要望においても大きな成果が期待できることから、議長会活
動の資本となる負担金の支出は必要である。

　このような議会運営上、必要不可欠な給与関係費や負担金・補助
金・交付金等が経常経費の９割以上を占めるため、経費削減が困難
な状況となっているが、限られた財源の中で、議会広報（議会だよ
りの発行、本会議のインターネット中継等）の事業などを、より効
果的、効率的に実施できるように努めていく。

ー

ー

インターネット放映アク
セス件数

件 9,564 9,095 9,646 本会議等のインターネット放映のアクセス件数

議会だより発行部数 部 1,100,000 1,117,150 1,134,700 市域の世帯等に配付している議会だよりの発行部数

　市民の代表である議員及び議会がその権能を最大限に発揮できるよう、議会運営、市政調査、議会広報、議長公務等を補佐すると
ともに、議員報酬、政務活動費等の支出業務を行う。また、この議会活動などを通じて、市民の市政への関心を高めることも目的の
一つとしている。
　なお、議会事業としては、議員報酬等の支給、本会議録及び常任・特別委員会記録等の作成、会議録をインターネットで公開する
システムの運用、議会広報紙の作成、本会議映像等のインターネット配信、議会傍聴時の一時保育及び手話通訳者の派遣、議員専用
のグループウェア及びタブレット端末の運用を行っている。

指  標  名 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 指　標　の　定　義

議会費 （目） 1 議会費

部局名 議会事務局
予算執行
所属

議会事務局

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 1 議会費 （項）

管理事業名 議会事業
総合計画
の体系

1

大綱 人権・市民自治

政策 市民自治によるまちづくり

施策 情報共有の推進この事業を所管
する所属、主な歳
出予算科目、本
市の総合計画の
体系との関係を
示しています。

この事業の指標に
ついて説明してい
ます。

この事業の成果指
標に係る取組など
を記載しています。

活動実績・成果を
踏まえ、事業が抱
える課題や今後の
取組内容などを記
載しています。
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事事業業別別財財務務諸諸表表のの記記載載内内容容
令和4年度（2022年度）

1

2

1

事業の目的と概要

Ⅰ　成果指標（活動指標）

Ⅱ　活動実績・成果

Ⅲ　課題と今後の取組

【成果指標１】議会だより発行部数についての評価
・配付部数　1,134,700部（前年度比：17,550部の増）
・配付部数の増は、市の人口増によるもの。

【成果指標２】インターネット放映アクセス件数
・アクセス件数　9,646件（前年度比：551件の増）
・アクセス件数の増は、インターネット放映の生中継におい
て、音声認識エンジンを既存システムに導入し、リアルタイム
で映像に字幕を表示できるようにすることで、聴覚等に障がい
のある方への合理的配慮を行い、サービスの向上を図ったこと
等によるもの。

・両成果指標ともに議会だより、本会議放映等の多様な媒体を
活用し、より広く市民に議会の情報を提供することで、市民の
市政への参画意識の向上につなげている。

【財務情報に基づいた評価】
　総事業費のうち、約９割を給与関係費が占めており、次に、
負担金・補助金・交付金等、物件費の順になっている。
　また、物件費のうち、約４割を占めるのは、議会だよりの発
行及び本会議のインターネット中継に係る費用となっている。

　市議会議員が市民意見を的確に把握し市政に反映するために
は、議員活動を充実させる必要があり、そのためには給与関係
費である議員報酬及び補助金である政務活動費について、一定
の水準を維持する必要がある。
　また、吹田市議会として北摂、大阪府、近畿、中核市及び全
国の市議会議長会等に加入し、多くの市議会の動向を的確に把
握するとともに、議長会の構成団体が団結することで、国等へ
の要望においても大きな成果が期待できることから、議長会活
動の資本となる負担金の支出は必要である。

　このような議会運営上、必要不可欠な給与関係費や負担金・補助
金・交付金等が経常経費の９割以上を占めるため、経費削減が困難
な状況となっているが、限られた財源の中で、議会広報（議会だよ
りの発行、本会議のインターネット中継等）の事業などを、より効
果的、効率的に実施できるように努めていく。

ー

ー

インターネット放映アク
セス件数

件 9,564 9,095 9,646 本会議等のインターネット放映のアクセス件数

議会だより発行部数 部 1,100,000 1,117,150 1,134,700 市域の世帯等に配付している議会だよりの発行部数

　市民の代表である議員及び議会がその権能を最大限に発揮できるよう、議会運営、市政調査、議会広報、議長公務等を補佐すると
ともに、議員報酬、政務活動費等の支出業務を行う。また、この議会活動などを通じて、市民の市政への関心を高めることも目的の
一つとしている。
　なお、議会事業としては、議員報酬等の支給、本会議録及び常任・特別委員会記録等の作成、会議録をインターネットで公開する
システムの運用、議会広報紙の作成、本会議映像等のインターネット配信、議会傍聴時の一時保育及び手話通訳者の派遣、議員専用
のグループウェア及びタブレット端末の運用を行っている。

指  標  名 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 指　標　の　定　義

議会費 （目） 1 議会費

部局名 議会事務局
予算執行
所属

議会事務局

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 1 議会費 （項）

管理事業名 議会事業
総合計画
の体系

1

大綱 人権・市民自治

政策 市民自治によるまちづくり

施策 情報共有の推進この事業を所管
する所属、主な歳
出予算科目、本
市の総合計画の
体系との関係を
示しています。

この事業の指標に
ついて説明してい
ます。

この事業の成果指
標に係る取組など
を記載しています。

活動実績・成果を
踏まえ、事業が抱
える課題や今後の
取組内容などを記
載しています。

Ⅳ　財務情報
◆貸借対照表【ＢＳ】 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計

◆行政コスト計算書【ＰＬ】 （単位：千円） 財務諸表の特徴的な事項

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 (a)
給与関係費
物件費
維持補修費
社会保障扶助費

特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額
賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
支払利息
その他
経常費用　小計 (b)

経常収支差額 (a)-(b)=(c)
固定資産売却益 単位当たりのコスト分析(「経常費用 小計(b)」÷「実績」）
その他
特別収入　小計 (d) 円 円 円
固定資産除売却損 人 人 人
その他 円 円 円
特別費用　小計 (e)

特別収支差額 (d)-(e)=(f)
一般財源調整額 (g)
当期収支差額 (c)+(f)+(g)
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

人にかかるコストの内訳
◆キャッシュ・フロー収支差額集計表【ＣＦ】 （単位：千円）

行政サービス活動収入
行政サービス活動支出

投資活動収入
投資活動支出
投資活動収支差額 分析指標 (単位:％)

財務活動収入
財務活動支出
財務活動収支差額
収支差額　合計
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
前年度からの繰越金 99.9 99.9 0.0- - - - 一般財源充当比率 99.9

-
- - - - 受益者負担比率 - - - -

- -
- - - - 徴収不能引当率 - - -

- - -
696,170 731,732 712,276 △19,456 経常費用対公共資産比率 - -

△696,170 △731,732 △712,276 19,456 施設維持補修費比率 -

B-A
- - - - 施設老朽化比率 - - - -

令和3年度 令和4年度 差
- - - - A B
- - - - 　　　　　　　年度

分析指標

令和2年度

- - - -
- - - -

- - - - 合計 645,628
行政サービス活動収支差額 △696,170 △731,732 △712,276 19,456 特別職非常勤

7,705 17.83
696,931 732,485 713,023 △19,463 会計年度任用等 7,699

482,387

761 753 747 △7 常勤・再任用 155,542

月平均従事
人数(人)区分 令和2年度

令和3年度 令和4年度 差額 うち時間外手当

等(千円)A B B-A

3,667 3,814 △625 △4,439

給与関係費
等(千円)

- - - -
- - - -

△692,503 △727,918 △712,901 15,017
696,170 731,732 712,276 △19,456

- - - -
分
析
内
容

令和５年３月末現在の吹田市人口で算出すれば、市民一人当
たり約1,872円のコストが掛かっている。なお、前年度は本
会議放映システム用機器等の更新経費を含んでいたこと、ま
た、令和４年度は、議員１人が辞職したことに伴い、議員報
酬等の執行額が減少した等の理由により、前年度よりコスト
が減少した。

- - - -

- - - - 実績

378,781 381,238
- - - - コスト

1,840 1,924 1,872
特

別

費

用

- - - - 実績 376,944

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
- - - - 市民一人当たり

のコスト

コスト

特

別

収

入

- - - -
- - - -

693,264 728,672 713,648 △15,024
△692,503 △727,918 △712,901 15,017

- - - -
- - - -

11,832 10,431 11,300 869
6,247 6,094 8,954 2,860

-
296 271 - △271

- - - -

負担金・補助金・交付金等 35,750 32,604 37,662 5,058
- - -

- 50 50
- - - -

経
常
費
用

614,239 637,776 625,374 △12,402
24,901 41,495 30,308 △11,187

-

341 334 333 △2
【PL】
負担金・補
助金・交付
金等

政務活動費　36,297千円
761 753 747 △7

- - - -
- - - -

【PL】
物件費

本会議放映の生中継において、リアルタイムで映
像に字幕を表示できるようにする機能の追加に伴
う増　671千円

- - - -
- - - -

国庫支出金（経常費用充当） 280 280 277 △3
140 139 137 △2

経
常
収
入

- - - -
- - - -
-

特徴的な事項

A B B-A

【PL】
給与関係費

令和４年10月９日に１人の議員が辞職したことに
伴う、議員報酬及び議員期末手当の支給額の減

- - -

勘定科目 令和2年度
令和3年度 令和4年度 差額 勘定科目等

-1,083 1,083 - 負債及び純資産の部合
計

1,083 1,083
- - -
- - - △113,448 △114,073 △625
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
0 0 -
- - - △113,448 △114,073 △625

-
- - - 114,531 115,156 625

イ

ン

フ

ラ

資

産

- - - - -

- - -

1,083 1,083 - - - -
- - - 104,100 103,856 △244

- -
- - - - - -

- -
- - - 104,100 103,856 △244

固
定
資
産

事
業
用
資
産

- - - -

- - - -

- - - - - -
- - - - - -

- -
- - - 10,431 11,300 869

869
- - - - - -流

動
資
産

- - - 10,431 11,300

- - - -

令和4年度末 差額

A B B-A A B B-A
勘定科目

令和3年度末 令和4年度末 差額
勘定科目

令和3年度末

事業の成果と人にか
かるコストを対比する
ことにより、成果に見
合った要員かどうかの
分析を行います。

財務諸表に表示され
る数値から財務指標
を算定することにより、
経年での比較分析や
他の自治体間・事業
間での比較分析に役
立てることができます。

貸借対照表、行政コ
スト計算書、キャッ
シュ・フロー収支差額
集計表に表示される
勘定科目のうち、特徴
的なものについて説
明しています。

コストに見合う成果か、
コストは適正か、効率
的に事業を実施してい
るかなどを点検するた
め、単位あたりのコス
トを算出しています。
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